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中 医 協  実 － １

２ １ ． ２ ． １ ８

第１７回医療経済実態調査（医療機関等調査）の実施案 

 

第１７回医療経済実態調査（医療機関等調査）については、以下の基本的な考え方

に沿って行うこととしてはどうか。 

 

１．調査時期及び報告時期 

（１）調査時期 

調査月は平成２１年６月とする。 

調査年は平成２１年３月末までに終了する直近の事業年（度）とする。 

（参考）第１６回調査 平成１９年６月 

 

（２）報告時期 

速報値の報告時期は平成２１年１０月末とする。 

＜本報告＞ 

本報告については、年間（決算）データの調査を行うことから、調査項目が削減

されるため、報告内容が限られてくるが、前回と同様に報告するか。 

（参考）第１６回調査 

【速報値の報告日】 平成１９年１０月２６日 

【本報告の報告日】 平成２０年 ７月 ９日 

 

２．調査対象及び抽出率 

（１）調査対象 

調査対象は前回と同様とする。 

（参考）第１６回調査 

社会保険による診療・調剤を行っている全国の病院、一般診療所、歯科診

療所及び１か月間の調剤報酬明細書の取扱件数が３００件以上の保険薬局を

対象とする。 

ただし、開設者が医育機関（特定機能病院及び歯科大学病院は除く）であ

るもの、特定人のために開設されている閉鎖的なもの、感染症病床のみを有

する病院、結核療養所、原爆病院、自衛隊病院等の特殊な病院並びに刑務所、

船内等に設置される一般診療所及び歯科診療所は除外する。 

また、歯科併設の一般診療所、臨床検査センター、夜間診療所、巡回診療

所及び１が月間の診療時間が１００時間未満であると推定された医療機関は

調査対象から除外する。 

 

（２）抽出率 

抽出率は前回と同様とする。 

（参考）第１６回調査 

病院 １／５（特定機能病院、歯科大学病院、こども病院は１／１） 
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一般診療所 １／２５ 

歯科診療所 １／５０ 

保険薬局 １／２５ 

 

３．調査内容等の変更点 

（１）年間（決算）データの調査 

従来の単月調査に加え、平成２１年３月末までに終了した直近の事業年（度）の

収支状況、従業員の給料等について、新たに調査する。なお、単月調査と同時に行

うため、調査対象施設となる医療機関等の記入負担等を考慮し、調査項目について

は、原則として速報値で報告しているものを対象とし、追加は必要最小限にとどめ

る。 

 

（２）調査項目の名称変更 

「医療経済実態調査（医療機関等調査）における年間（決算）データの活用に関

する懇談会」の委員から、「○○収入」はある特定の取引による入金があった場合を

表し、「収支差額」は一連の入金と出金の差引残額を表す表現のため、現行の会計制

度（発生主義）にはなじまないとの指摘を受けたことから、それぞれ「○○収益」

及び「損益差額」に変更する。 

 

（３）調査項目の追加 

次の調査項目について、新たに調査項目を追加する。ただし、年間（決算）デー

タの調査を行うことから、新たに調査項目を追加する場合は、従来の調査項目を削

減する必要がある。 

＜共通事項＞ 

○事業年（度）に関する項目 

・直近の事業年（度）の調査 

 

＜病院調査票＞ 

○一般病棟入院基本料に関する項目 

・準７対１入院基本料の算定状況 

○救急医療に関する項目 

・年間の緊急入院患者数が２００名以上 

 

＜保険薬局調査票＞ 

○保険調剤の状況に関する項目 

・調剤した全ての医薬品の数量（薬価基準の規格単位ベース）に占める後発医

薬品の割合 

 

（４）調査項目の廃止 
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年間（決算）データの調査を行うことから、調査票の簡素化、調査の効率化を図

るため、速報値で報告されない項目を中心に、次の調査項目を廃止する。 

◎：速報値で使用  ○：本報告で使用  ×：使用せず 

＜病院調査票＞ 

①基本データに関する次の項目 

・現有の医業用建物の建築（改築）年月（×） 

・医業用建物の保有形態及び延べ面積（○） 

・病床の状況のうち、介護療養型医療施設分の許可病床数（×）、稼働病床数に

関する項目（○） 

・入院患者の状況（○） 

・外来診療等の状況（○）※休診日数は◎ 

・承認等の状況のうち、臨床研修病院の指定の有無（○） 

②収支に関する次の項目 

・入院診療収益の内訳（◎） 

・外来診療収益の内訳（◎） 

・委託費の内訳（○） 

・設備関係費のうち、賃借料に関する項目（○）※土地賃借料は除く 

・経費の内訳（○） 

③給与に関する項目のうち、職種別非常勤職員の給料月額（○）、労働時間に関す

る項目（◎） 

④資産・負債に関する項目（○） 

⑤設備投資に関する項目（○） 

⑥租税公課・借入金等に関する次の項目 

・借入金に関する項目（◎） 

・税金に関する項目（○） 

・福利厚生費（×） 

 

＜一般診療所及び歯科診療所調査票＞ 

①基本データに関する次の項目 

・現有の医業用建物の建築（改築）年月（×） 

・医業用建物の保有面積及び延べ面積（○） 

・青色申告の有無（×） 

・従業者の状況（×） 

・病床・入院患者の状況のうち、療養病床数（×）、介護病床数（×）、在院患

者延べ数（○）※一般診療所調査票のみ 

・外来診療等の状況（○）※休診日数は◎ 

②収支に関する次の項目 

・青色事業専従者給与費（×） 

・委託費の内訳（○） 
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・その他の医業・介護費用の内訳（○）※土地賃借料は除く 

③給与に関する項目のうち、職種別非常勤職員の給与月額（×）、労働時間に関す

る項目（◎） 

④資産・負債に関する項目（○） 

⑤設備投資に関する項目（○） 

⑥租税公課・借入金等に関する次の項目 

・借入金に関する項目（◎） 

・税金に関する項目（○） 

 

＜保険薬局調査票＞ 

①基本データに関する次の項目 

・代表者又は開設者の職種（×） 

・現有の薬局用建物の建築（改築）年月（×） 

・薬局用建物の保有形態及び延べ面積（○） 

・施設基準等の届出状況（○） 

・代表者又は開設者の勤務状況（×） 

・青色申告の有無（×） 

・営業の状況（○）※休日日数は◎ 

・調剤基本料の請求区分（○） 

・保険調剤の状況のうち、調剤報酬明細書の件数（○） 

・従事者の状況のうち、青色事業専従者に関する項目（×）、労働時間に関する

項目（◎）、無給の家族従事者に関する項目（×） 

②収支に関する次の項目 

・青色事業専従者給与費（×） 

・医療事務委託費（○） 

・その他の経費のうち、水道光熱費（○）、賃借料に関する項目（○）、広告宣

伝費（○）※土地賃借料は除く 

・税金に関する項目（○） 

・借入金に関する項目（◎） 

③資産・負債に関する項目（○） 

④設備投資に関する項目（○） 

⑤処方せん・医薬品の状況に関する項目（○）※調剤用備蓄医薬品品目数は除く 

 

４．集計区分 

速報値で報告する項目は、次のとおりとする。 

（１）基本集計 
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①病院・一般診療所 

（案１） 

病院・一般診療所について、前回と同様に「集計１」及び「集計２」を行う。

「集計１」…介護保険事業に係る収益のない医療機関のみの集計 

「集計２」…介護保険事業に係る収益のない医療機関等及び介護保険事業に

係る収益のある医療機関等の集計 

〔メリット〕 

・「集計１」を行うことで、医療保険診療のみの経営状況を把握することが

できる。 

〔デメリット〕 

・介護保険事業に係る収益のある病院が増加してきているため、「集計１」

の対象となる施設の数が少なくなる。 

 

（案２） 

病院については、介護収益のない病院が減少してきていることから、「集計

１」の対象施設を「医業・介護収益に占める介護収益の割合が２％未満の施設」

とする。 

一方、一般診療所については、全体の約９５％が医療・介護収益に占める介

護収益の割合が２％未満であり、病院と同様の「集計１」を行ったとしても、

「集計１」と「集計２」の施設数の違いが僅かであることから、歯科診療所・

保険薬局と同様に「集計２」のみを行う。 

〔メリット〕 

・病院の「集計１」の対象となる施設が増加する。 

〔デメリット〕 

・介護保険事業に係る収益が「集計１」に反映されるため、純粋な医療保険

診療のみの経営状況を把握することにならない。 

・前回調査と比較するためには、前回の調査結果を再集計する必要がある。

 

②歯科診療所・保険薬局 

歯科診療所・保険薬局については、前回と同様に「集計２」のみを行う。 

 

（２）機能別集計等 

①病院機能別の損益状況 

・特定機能病院 

・歯科大学病院 

・ＤＰＣ対象病院 

・こども病院 

・地域医療支援病院 

・回復期リハビリテーション病棟入院基本料算定病院 
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・小児入院医療管理料算定病院 

・亜急性期入院医療管理料算定病院 

・ハイケアユニット入院管理料算定病院 

・年間の緊急入院患者数が２００名以上の病院 

②一般病棟入院基本料別の損益状況 

③一般病院 病床規模別の損益状況 

④１００床当たりの損益状況（新） 

⑤一般診療所 主たる診療科別の損益状況 

⑥院外処方率別の損益状況 

⑦保険薬局 後発医薬品割合別の損益状況 

⑧職種別常勤職員１人平均給料月（年）額等 

⑨一般病院 職種別常勤職員１人平均給料月額の推移 

⑩療養病床を有する病院の損益状況 

⑪療養病床を有しない病院の損益状況 

⑫損益率の分布 

⑬事業年（度）の分布（新） 

 

（３）速報値の報告から廃止される項目 

「３．調査内容の変更点」の（４）に記載されている調査項目が廃止された場合、

次の項目が廃止される。 

①１施設当たりの従事者数 

②借入金の状況（年額） 

 

（４）その他 

定点観測的手法を用いた調査については、層化無作為抽出を行ったうえで、前回

調査においても調査に参加した医療機関等について、前回調査と比較を行う定点観

測的調査を実施する。 

 

５．その他 

有効回答率の向上方策として、次のことを行う。 

①ホームページを利用した電子調査票の活用を進める。 

②調査対象となった医療機関等が「中央社会保険医療協議会」を知らない場合が

あるため、調査票に「厚生労働省」の名称及び「シンボルマーク」並びに「キ

ャッチフレーズ」を入れ、国が実施している調査であることを強調する。 

③診療側関係団体から団体所属施設に対して、調査の周知や回答喚起などの協力

を得ながら進める。 

なお、診療側関係団体への調査客体名簿の提供は行わないこととする。 
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第１７回医療経済実態調査（医療機関等調査）

における調査票案

○ 病院調査票 1

○ 一般診療所調査票 7

○ 歯科診療所調査票 13

○ 保険薬局調査票 19

中 医 協  実 － ２

２ １ ． ２ ． １ ８



必ずご記入ください -

－ －

－ －

＠ｅ－ｍａｉｌ

H 医

㊙
総務省承認 ＮＯ ．○○○○○

承認期限 平成２１年９月３０日まで

（提出期限　　平成２１年７月３１日）

平成２１年６月

医 療 経 済 実 態 調 査

（病院電子調査票）

ＦＡＸ番号

中央社会保険医療協議会

連絡先

厚生労働省

電 話 番 号 市外局番

貴施設名

施設番号

部署記入者氏名

内線

1



６　個人　　７　その他の法人 ①

② 床 ③ 床 ④ 床 ⑤ 床 ⑥ 床 ⑦ 床

 ３　処方の状況

⑧ 回

⑨ 回

 ５　入院基本料等の状況

１　一般病棟入院基本料

（直近の事業年（度）の実績で、該当する番号を記入してください。）

※個人立の場合は記入の必要はありません。 年 月 年 月

（平成２１年６月３０日現在、該当する番号を記入してください。）

　　１　７対１　・　２　１０対１　・　３　該当していない

（平成２１年６月１か月間）

処方せん料の算定（院外処方）の回数 ◎

処 方 料 の 算 定 （院内処方）の回数 ◎

新平成 ～新 新 新平成

 ８　直近の事業年（度）

 ６　承認等の状況

◎

（平成２１年６月３０日現在、該当する番号を記入してください。）

　地域医療支援病院の承認の有無 １　あり　　・　　２　なし

◎許可病床数 ◎○○◎ ◎

精神病床

第１　基本データ

 １　貴院の開設者 （平成２１年６月３０日現在、該当する番号を記入してください。）

１　国立（独立行政法人含む） 　　２　公立　　　 　３　公的　　　 　４　社会保険関係　　 　　５　医療法人

◎

　　６　特別入院基本料　・　７　該当していない

 ４　特定入院料の算定状況

（平成２１年６月３０日現在）

結核病床 感染症病床 合　　計

 ２　病床の状況

一般病床 療養病床

（平成２１年６月３０日現在、該当する番号（１又は２）を記入してください。）

１　回復期リハビリテーション病棟入院料 １　算定している　・　２　算定していない ◎

４　ハイケアユニット入院医療管理料 １　算定している　・　２　算定していない ◎

２　小児入院医療管理料 １　算定している　・　２　算定していない ◎

３　亜急性期入院医療管理料 １　算定している　・　２　算定していない ◎

　年間の緊急入院患者数が２００名以上 １　いる　　・　　２　いない 新

 ７　救急医療の状況

２　特定機能病院入院基本料（一般病棟）

追

◎

    １　７対１　・　２　準７対１　・　３　１０対１　・　４　１３対１　・　５　１５対１

- 1 - 2



① 円 円

② 円 円

③ 円 円

④ 円 円

⑤ 円 円

⑥ 円 円

⑦ 円 円

⑧ 円 円

⑨ 円 円

⑩ 円 円

※ 介護保険事業を実施していない場合は記入の必要はありません。

⑪ 円 円

⑫ 円 円

⑬ 円 円

 Ⅰ　医業収益

◎

◎

◎

◎

金額 （平成２１年６月分）

その他の収益合計

科　　　目

◎

金額 （平成２１年６月分）

 ２　その他の収益 ◎

◎直近の事業年（度）実績の1/12

医業収益合計

科　　　目

 １　入院診療収益

 ２　特別の療養環境収益

 １　施設サービス収益 ◎

◎

◎

 ３　その他の介護収益

介護収益合計

◎

 Ⅲ　その他の収益

新

新

新

◎

金額 （平成２１年６月分）

◎

新

新

第２　損　　益

金額 （直近の事業年（度））

金額 （直近の事業年（度））

新

新

新

新

新

新

新

金額 （直近の事業年（度））

新

 ３　外来診療収益

 ４　その他の医業収益

 １　受取利息及び配当金

 Ⅱ　介護収益

科　　　目

（うち）短期入所療養介護分

 ２　居宅サービス収益

- 2 - 3



 １　材料費 ⑭ 円 円

⑮ 円 円

⑯ 円 円

⑰ 円 円

⑱ 円 円

⑲ 円 円

⑳ 円 円

21 円 円

22 円 円

23 円 円

24 円 円

25 円 円

26 円 円

27 円 円

 Ⅴ　その他の費用

28 円 円

29 円 円

 Ⅵ　特別損益

30 円 円

31 円 円

 Ⅶ　補助金・負担金等

32 円 円

33 円 円

34 円 円

 ２　給与費

新 ３　設備費補助 ○直近の事業年（度）実績の1/12

 １　人件費補助

 ２　特別損失

◎直近の事業年（度）実績の1/12

科　　　目 金額 （平成２１年６月分）

 １　特別利益 ◎直近の事業年（度）実績の1/12

◎直近の事業年（度）実績の1/12

◎直近の事業年（度）実績の1/12

 ２　運営費補助

科　　　目 金額 （平成２１年６月分）

 ２　その他の費用

◎直近の事業年（度）実績の1/12

◎

 １　支払利息

科　　　目 金額 （平成２１年６月分）

科　　　目

 Ⅳ　医業・介護費用

医業・介護費用合計

◎

◎

◎

◎

◎

◎「第３　給与」の「給与費等の合計」
記入不要

◎

 ６　その他の医業費用 ◎

◎

 ３　委託費

 ４　設備関係費

金額 （平成２１年６月分）

 ５　経　費

◎直近の事業年（度）実績の1/12（うち）医療機器減価償却費

（うち）建物減価償却費

◎

◎直近の事業年（度）実績の1/12

◎直近の事業年（度）実績の1/12

（うち）減価償却費

新

（１）医薬品費

新

新

新

新

新

新

金額 （直近の事業年（度））

金額 （直近の事業年（度））

金額 （直近の事業年（度））

新

（うち）土地賃借料

新

新

新

金額 （直近の事業年（度））

新

○

新

新

新

（２）診療材料費・医療消耗器具備品費

（３）歯科材料費

（４）給食用材料費

新

新

新　「第３　給与」の「給与費等の合計」
記入不要

新

新
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 Ⅰ　給料

① 人 ⑫ 円 23 人 34 円

② 人 ⑬ 円 24 人 35 円

③ 人 ⑭ 円 25 人 36 円

④ 人 ⑮ 円 26 人 37 円

⑤ 人 ⑯ 円 27 人 38 円

⑥ 人 ⑰ 円 28 人 39 円

⑦ 人 ⑱ 円 29 人 40 円

⑧ 人 ⑲ 円 30 人 41 円

⑨ 人 ⑳ 円 31 人 42 円

⑩ 人 21 円 32 人 43 円

⑪ 人 22 円 33 人 44 円

 Ⅱ　賞与

45 人 55 円 65 人 75 円

46 人 56 円 66 人 76 円

47 人 57 円 67 人 77 円

48 人 58 円 68 人 78 円

49 人 59 円 69 人 79 円

50 人 60 円 70 人 80 円

51 人 61 円 71 人 81 円

52 人 62 円 72 人 82 円

53 人 63 円 73 人 83 円

54 人 64 円 74 人 84 円

 Ⅲ　給与費等の内訳

85 円 円

86 円 円

87 円 円

88 円 円

89 円 円

90 円 円

「記入不要」 「記入不要」

「記入不要」

「記入不要」 「記入不要」

「記入不要」 「記入不要」

新

「記入不要」 「記入不要」

「記入不要」

新

新

新

新

新

新

新

新

新

新

新

新

新

新

新

◎

◎

給　　　料

常　勤　職　員 （平成２１年６月分） 常　勤　職　員 （直近の事業年（度））

新

新

新

人　　員

新

　技能労務員・労務員

　医療技術員 「記入不要」

新

新

人　　員 賞　　　与

「記入不要」 「記入不要」

◎

賞 与 支 給 額

非 常 勤 職 員 給 料

常 勤 職 員 給 料

　病院長

給　与　費　内　訳

　看護職員

「記入不要」

「記入不要」

　薬剤師

　役員
（上記の職種に従事している者を除く）

◎

新

22欄の値

◎

◎直近の事業年（度）実績の1/12

「記入不要」

「記入不要」

「記入不要」

44欄の値

新

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

新

新

退 職 給 付 費 用

法 定 福 利 費

給 与 費 等 の 合 計

◎

◎

新◎直近の事業年（度）実績の1/12

　医   師

　看護補助職員

　事務職員

常　勤　職　員 （平成２１年６月分）

　歯科医師

「記入不要」

職　　　種

「記入不要」

　歯科医師

　薬剤師

直近の事業年（度）平成２１年６月分

合　　　計

　技能労務員・労務員

　看護補助職員

　医療技術員

　事務職員

◎

　役員
（上記の職種に従事している者を除く）

◎

◎

◎

◎

第３　給　　与

◎

　病院長

　医   師

　看護職員

職　　　種 給　　　料人　　員

◎ ◎

常　勤　職　員 （直近の事業年（度））

人　　員 賞　　　与

新 新

新 新

新 新

新 新

新 新

新 新

新 新

新 新

新 新

新 新
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① 円

② 円

③ 円

※

④ 円○

「租税公課」は、原則として税法上損金に算入される租税（固定資産税、事業税、消費税、自動車税、印紙税、
登録免許税など）、公共的な性格をもつ会費や賦課金（医師会費や町内会費など）です。

損害保険料 ○

寄付金 ○

通勤手当

第４　租税公課等

租税公課等 （直近の事業年（度）の年額）

通勤手当（直近の事業年（度）の年額） 金　　額

金　　額

租税公課（※） ○
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必ずご記入ください -

－ －

－ －

＠

厚生労働省

内線

記入者氏名

平成２１年６月

医 療 経 済 実 態 調 査

（一般診療所電子調査票）

貴施設名

施設番号

（提出期限　　平成２１年７月３１日）

連絡先

電 話 番 号 市外局番

ｅ－ｍａｉｌ

ＦＡＸ番号

中央社会保険医療協議会

C 医

㊙
総務省承認 ＮＯ ．○○○○○

承認期限 平成２１年９月３０日まで

部署

7



（平成２１年６月３０日現在、該当する番号を記入してください。）

①

②

③ 床

 ４　処方の状況

④ 回

⑤ 回

※個人立の場合は記入の必要はありません。 年 月 年 月

 ２　主たる診療科目

（平成２１年６月３０日現在）

（平成２１年６月１か月間）

処方せん料の算定（院外処方）の回数 ◎

◎

◎

平成２１年６月３０日現在、広告する診療科目のうち、主たる診療科目の番号  （別添「記入要領」○ページ参照）を記入してください。

平成 新 新 ～ 平成 新 新

第１　基本データ

 １　貴院の開設者

追

許可病床数

 ３　病床の状況 （有床診療所のみ記入してください。）

　　　１　個人　　　　　　　　　　２　医療法人　　　　　　　　　　３　その他

処 方 料 の 算 定 （院内処方）の回数 ◎

 ５　直近の事業年（度）　　　　
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 １　入院診療収益 ① 円 円

② 円 円

③ 円 円

 ２　外来診療収益 ④ 円 円

⑤ 円 円

⑥ 円 円

⑦ 円 円

⑧ 円 円

⑨ 円 円

⑩ 円 円

⑪ 円 円

⑫ 円 円

⑬ 円 円

※ 介護保険事業を実施していない場合は記入の必要はありません。

⑭ 円 円

⑮ 円 円

⑯ 円 円

⑰ 円 円

⑱ 円 円

⑲ 円 円

⑳ 円 円

21 円 円

22 円 円

23 円 円

24 円 円

25 円 円

※ ここに記入できる場合、別シート「補助票」への記入は必要ありません。また、損益計算書などを作成していない場合は「補助
票」に必要事項を記入してください。（別紙「記入要領」○ページ参照）

 ５　減価償却費※

金額 （直近の事業年（度））

金額 （直近の事業年（度））

金額 （直近の事業年（度））

新

新　「第３　給与」の「給与費等の合計」
記入不要

新

新

新

新

第２　損　　益

◎

新

新

新

新

新

新

新

新

新

介護収益合計

 ３　その他の介護収益

（うち）短期入所療養介護分

 ２　居宅サービス収益 ◎

◎

◎

医業収益合計

医業・介護費用合計

科　　　目

 ２　医薬品費

 ６　その他の医業・介護費用

 Ⅱ　介護収益

科　　　目

（うち）支払利息

（うち）土地賃借料

金額 （平成２１年６月分）

◎「第３　給与」の「給与費等の合計」
記入不要

◎

（うち）医療機器減価償却費

（うち）建物減価償却費

◎直近の事業年（度）実績の1/12

 ４　委託費

◎直近の事業年（度）実績の1/12

（１）保険診療収益（患者負担含む）

（３）その他の診療収益

（２）公害等診療収益

（２）公害等診療収益

 Ⅰ　医業収益

◎

◎

◎

（１）保険診療収益（患者負担含む）

（３）その他の診療収益

◎

科　　　目 金額 （平成２１年６月分）

 ３　その他の医業収益

金額 （平成２１年６月分）

 １　施設サービス収益 ◎

新

新

新

 Ⅲ　医業・介護費用

 １　給与費

新

 ３　材料費

◎

◎

◎

◎

◎直近の事業年（度）実績の1/12

◎

◎

◎

◎

◎直近の事業年（度）実績の1/12

新

（うち）給食用材料費 ○

新

新

○

新

新

新
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 Ⅰ　給料

① 人 ⑫ 円 23 人 34 円

② 人 ⑬ 円 24 人 35 円

③ 人 ⑭ 円 25 人 36 円

④ 人 ⑮ 円 26 人 37 円

⑤ 人 ⑯ 円 27 人 38 円

⑥ 人 ⑰ 円 28 人 39 円

⑦ 人 ⑱ 円 29 人 40 円

⑧ 人 ⑲ 円 30 人 41 円

⑨ 人 ⑳ 円 31 人 42 円

⑩ 人 21 円 32 人 43 円

⑪ 人 22 円 33 人 44 円

 Ⅱ　賞与

45 人 55 円 65 人 75 円

46 人 56 円 66 人 76 円

47 人 57 円 67 人 77 円

48 人 58 円 68 人 78 円

49 人 59 円 69 人 79 円

50 人 60 円 70 人 80 円

51 人 61 円 71 人 81 円

52 人 62 円 72 人 82 円

53 人 63 円 73 人 83 円

54 人 64 円 74 人 84 円

 Ⅲ　給与費等の内訳

85 円 円

86 円 円

87 円 円

88 円 円

89 円 円

90 円 円

新 新

新 新

新 新

新 新

新 新

新 新

新 新

新 新

新 新

常　勤　職　員 （直近の事業年（度））

人　　員 賞　　　与

新 新

　事務職員
（上記の職種に従事している者を除く）

◎

◎

　看護職員

　院   長
（個人立の開設者本人を除く）

　医   師

44欄の値

新

　歯科医師

　薬剤師

直近の事業年（度）平成２１年６月分

　看護補助職員

　医療技術員

◎直近の事業年（度）実績の1/12

合　　　計

　技能労務員・労務員

　役   員
（上記の職種に従事している者を除く）

常 勤 職 員 給 料

給　与　費　内　訳

　院   長
（個人立の開設者本人を除く）

　医   師

　看護補助職員

◎

職　　　種

新

新

退 職 給 付 費 要

法 定 福 利 費

給 与 費 等 の 合 計

◎

◎

新

◎

◎

◎

給　　　料人　　員

◎ ◎

◎

◎

◎◎

◎

◎

◎◎

◎

◎

◎

◎

◎

　薬剤師

　歯科医師

◎

新

22欄の値

◎

◎直近の事業年（度）実績の1/12賞 与 支 給 額

非 常 勤 職 員 給 料

「記入不要」 「記入不要」

　看護職員

「記入不要」 「記入不要」

「記入不要」

　役   員
（上記の職種に従事している者を除く）

　技能労務員・労務員

　医療技術員

　事務職員
（上記の職種に従事している者を除く）

新

新

新

人　　員

新

新

新

新

新

給　　　料

常　勤　職　員 （平成２１年６月分） 常　勤　職　員 （直近の事業年（度））

新

新

新

新

新

第３　給　　与

新

新

新

新

新

新

新

新

新

常　勤　職　員 （平成２１年６月分）

人　　員 賞　　　与

「記入不要」 「記入不要」

「記入不要」 「記入不要」

「記入不要」 「記入不要」

職　　　種

「記入不要」 「記入不要」

「記入不要」 「記入不要」

「記入不要」 「記入不要」

「記入不要」 「記入不要」

「記入不要」
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① 円

② 円

③ 円

※

④ 円通勤手当 ○

通勤手当 （直近の事業年（度）の年額） 金　　額

「租税公課」は、原則として税法上損金に算入される租税（固定資産税、事業税、消費税、自動車税、印紙税、
登録免許税など）、公共的な性格をもつ会費や賦課金（医師会費や町内会費など）です。

第４　租税公課等

租税公課等 （直近の事業年（度）の年額） 金　　額

租税公課（※） ○

損害保険料 ○

寄付金 ○
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必ずご記入ください -

－ －

－ －

＠

厚生労働省
中央社会保険医療協議会

D 医

㊙
総務省承認 ＮＯ ．○○○○○

承認期限 平成２１年９月３０日まで

部署

連絡先

電 話 番 号 市外局番

ｅ－ｍａｉｌ

平成２１年６月

医 療 経 済 実 態 調 査

（歯科診療所電子調査票）

貴施設名

施設番号

（提出期限　　平成２１年７月３１日）

内線

記入者氏名

ＦＡＸ番号

13



（平成２１年６月３０日現在、該当する番号を記入してください。）

①

 ２　ユニット数 ②

 ３　処方の状況

③ 回

④ 回

※個人立の場合は記入の必要はありません。 年 月 年 月

処 方 料 の 算 定 （院内処方）の回数 ◎

処方せん料の算定（院外処方）の回数 ◎

（平成２１年６月１か月間）

平成 新 新

（平成２１年６月３０日現在）

第１　基本データ

 １　貴院の開設者

ユニット◎

　　　１　個人　　　　　　　　　　２　医療法人　　　　　　　　　　３　その他 追

 ４　直近の事業年（度）　　　　

～平成 新 新
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 Ⅰ　医業収益

科　　　目

 １　保険診療収益（患者負担含む） ① 円 円

 ２　労災等診療収益 ② 円 円

 ３　その他の診療収益 ③ 円 円

 ４　その他の医業収益 ④ 円 円

医業収益合計 ⑤ 円 円

 Ⅱ　介護収益

科　　　目

 １　居宅サービス収益 ⑥ 円 円

 ２　その他の介護収益 ⑦ 円 円

介護収益合計 ⑧ 円 円

※ 介護保険事業を実施していない場合の記入の必要はありません。

 Ⅲ　医業・介護費用

科　　　目

 １　給与費 ⑨ 円 円

 ２　医薬品費 ⑩ 円 円

 ３　歯科材料費 ⑪ 円 円

 ４　委託費 ⑫ 円 円

 ５　減価償却費※ ⑬ 円 円

（うち）建物減価償却費 ⑭ 円 円

（うち）医療機器減価償却費 ⑮ 円 円

 ６　その他の医業費用 ⑯ 円 円

（うち）土地賃借料 ⑰ 円 円

（うち）支払利息 ⑱ 円 円

医業・介護費用合計 ⑲ 円 円

※

金額 （直近の事業年（度））

新

新

新

新

新

ここに記入できる場合、別シート「補助票」への記入は必要ありません。また、損益計算書などを作成していない場合は「補
助票」に必要事項を記入してください。（別紙「記入要領」○ページ参照）

新

新

新

◎

◎

○ 新

◎直近の事業年（度）実績の1/12 新

新◎直近の事業年（度）実績の1/12

◎直近の事業年（度）実績の1/12

新

金額 （直近の事業年（度））

新　「第３　給与」の「給与費等の合計」
記入不要

新

新

新

新

◎

◎

新

金額 （平成２１年６月分）

新

金額 （直近の事業年（度））金額 （平成２１年６月分）

◎

◎

◎直近の事業年（度）実績の1/12

◎

◎

金額 （平成２１年６月分）

◎

第２　損　　益

◎

◎「第３　給与」の「給与費等の合計」
記入不要

◎

◎

◎
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 Ⅰ　給料

① 人 ⑩ 円 ⑲ 人 28 円

③ 人 ⑪ 円 ⑳ 人 29 円

③ 人 ⑫ 円 21 人 30 円

④ 人 ⑬ 円 22 人 31 円

⑤ 人 ⑭ 円 23 人 32 円

⑥ 人 ⑮ 円 24 人 33 円

⑦ 人 ⑯ 円 25 人 34 円

⑧ 人 ⑰ 円 26 人 35 円

⑨ 人 ⑱ 円 27 人 36 円

 Ⅱ　賞与

37 人 45 円 53 人 61 円

38 人 46 円 54 人 62 円

39 人 47 円 55 人 63 円

40 人 48 円 56 人 64 円

41 人 49 円 57 人 65 円

42 人 50 円 58 人 66 円

43 人 51 円 59 人 67 円

44 人 52 円 60 人 68 円

 Ⅲ　給与費等の内訳

69 円 円

70 円 円

71 円 円

72 円 円

73 円 円

74 円 円

新 新

新 新

新 新

新 新

新 新

新 新

常　勤　職　員 （直近の事業年（度））

人　　員 賞　　　与

「記入不要」

賞　　　与

「記入不要」 新 新

新 新

新

新

新

新

新

新

新

36欄の値

「記入不要」

「記入不要」 「記入不要」

「記入不要」 「記入不要」

「記入不要」 「記入不要」

「記入不要」 「記入不要」

賞 与 支 給 額

非 常 勤 職 員 給 料

合　　　計

　歯科衛生士

　役   員
（上記の職種に従事している者を除く）

　その他の職員

職　　　種

「記入不要」

　薬剤師

「記入不要」

新

◎

新

18欄の値

◎

◎直近の事業年（度）実績の1/12

新

「記入不要」

常　勤　職　員 （平成２１年６月分）

人　　員

給　　　料

常　勤　職　員 （平成２１年６月分） 常　勤　職　員 （直近の事業年（度））

人　　員給　　　料

新

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

職　　　種

　院   長
（個人立の開設者本人を除く）

　事務職員
（上記の職種に従事している者を除く）

◎

◎

人　　員

◎

◎

新

常 勤 職 員 給 料

給　与　費　内　訳

　院   長
（個人立の開設者本人を除く）

　歯科技工士

　事務職員
（上記の職種に従事している者を除く）

　歯科医師

◎

新

退 職 給 付 費 用

法 定 福 利 費

給 与 費 等 の 合 計

◎

◎

新◎直近の事業年（度）実績の1/12

「記入不要」

「記入不要」

新

　歯科医師

　歯科衛生士

直近の事業年（度）平成２１年６月分

◎

　薬剤師

新

第３　給　　与

新

新

新

新

新

新

新

◎

　歯科技工士

◎

◎

　その他の職員

　役   員
（上記の職種に従事している者を除く）

◎
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① 円

② 円

③ 円

※

④ 円

第４　租税公課等

租税公課等 （直近の事業年（度）の年額） 金　　額

租税公課（※） ○

損害保険料 ○

寄付金 ○

「租税公課」は、原則として税法上損金に算入される租税（固定資産税、事業税、消費税、自動車税、印紙税、
登録免許税など）、公共的な性格をもつ会費や賦課金（医師会費や町内会費など）です。

通勤手当 ○

通勤手当 （直近の事業年（度）の年額） 金　　額
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必ずご記入ください -

－ －

－ －

＠

厚生労働省

市外局番

ｅ－ｍａｉｌ

中央社会保険医療協議会

P 医

㊙
総務省承認 ＮＯ ．○○○○○

承認期限 平成２１年９月３０日まで

部署

平成２１年６月

医 療 経 済 実 態 調 査

（保険薬局電子調査票）

貴施設名

施設番号

（提出期限　　平成２１年７月３１日）

記入者氏名

ＦＡＸ番号

内線

連絡先

電 話 番 号

19



１　法人 ２　個人 ①

 ２　保険調剤の状況

② 枚

③ 枚

④ ％

⑤ ⑥ ⑦

⑧ ⑨ ⑩

⑪ 人 ⑫ 人 ⑬ 人 ⑭ 人

※個人立の場合は記入の必要はありません。 年 月 年 月

 ４　従事者の状況

◎従事者数 ◎ ◎ ◎

第１　基本データ

 １　貴薬局の開設主体 （平成２１年６月３０日現在、該当する番号を記入してください。）

◎

◎ 品目 （薬価基準収載品目） （平成２１年６月３０日現在） ◎ 品目 品目

処方せん枚数 （平成２１年６月１か月間）

外用薬

（平成２１年６月１か月間） ◎

新

◎

（うち）後発医薬品を調剤した処方せん枚数

内用薬 注射薬 ３　調剤用備蓄医薬品品目数

品目 ◎ 品目◎

◎

調剤した全ての医薬品の数量 （薬価基準の規格単位ベース）のうち後発医薬品の
割合（平成２１年６月１か月間）

平成 新 新平成 新 新 ～

（うち）後発医薬品品目数

 ５　直近の事業年（度）　　　　

品目◎

（平成２１年６月３０日現在）

職種 薬剤師
(個人立の開設者本人を除く)

事務職員 その他の職員 合　　計
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 Ⅰ　収益

① 円 円

② 円 円

③ 円 円

④ 円 円

 Ⅱ　介護収益

⑤ 円 円

⑥ 円 円

⑦ 円 円

 Ⅲ　費用

⑧ 円 円

⑨ 円 円

⑩ 円 円

⑪ 円 円

⑫ 円 円

⑬ 円 円

⑭ 円 円

⑮ 円 円

⑯ 円 円

⑰ 円 円

⑱ 円 円

※

科　　　目

 １　給与費

 ２　医薬品等費

 ４　減価償却費※

（うち）調剤用医薬品費

 ３　委託費

科　　　目

（うち）調剤用機器減価償却費

金額 （平成２１年６月分）

科　　　目 金額 （平成２１年６月分）

収益合計

◎

◎

 １　保険調剤収益（患者負担含む）

 ３　その他の薬局事業収益

 ２　公害等調剤収益

金額 （平成２１年６月分）

◎

◎直近の事業年（度）実績の1/12

◎直近の事業年（度）実績の1/12

（うち）建物減価償却費

○

◎

新

◎直近の事業年（度）実績の1/12

◎

○ 新

新

◎直近の事業年（度）実績の1/12

新

新

新

新

新

新

新

新

新

ここに記入できる場合、シート右側にある「補助票」への記入は必要ありません。また、損益計算書などを作成していない場
合はシート右側にある「補助票」に必要事項を記入してください。（別紙「記入要領」○ページ参照）

新

新

新

費用合計

（うち）利子割引料

 ５　その他の経費

◎

新

（うち）土地賃借料

◎

◎

介護収益合計

 １　居宅サービス収益

◎

第２　損　　益

金額 （直近の事業年（度））

新◎

 ２　その他の介護収益

◎

◎

金額 （直近の事業年（度））

金額 （直近の事業年（度））

新
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① 円

② 円

③ 円

※

④ 円

第４　租税公課等

損害保険料 ○

租税公課等 （直近の事業年（度）の年額） 金　　額

租税公課（※） ○

通勤手当 ○

寄付金 ○

「租税公課」は、原則として税法上損金に算入される租税（固定資産税、事業税、消費税、自動車税、印紙税、
登録免許税など）、公共的な性格をもつ会費や賦課金（医師会費や町内会費など）です。

通勤手当 （直近の事業年（度）の年額） 金　　額
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（参考資料）

医業・介護収入に占める介護収入の割合別施設数・比率（第１６回医療経済実態調査）

施設数 比率 施設数 比率 施設数 比率 施設数 比率 施設数 比率

０％ 516 53.7% 1,024 88.7% 681 95.8% 824 91.7% 3,045 81.7%

　０％超　　～　１％未満 120 12.5% 58 5.0% 17 2.4% 55 6.1% 250 6.7%

　１％以上　～　　２％未満 31 3.2% 17 1.5% 6 0.8% 7 0.8% 61 1.6%

　２％以上　～　　５％未満 48 5.0% 14 1.2% 3 0.4% 4 0.4% 69 1.9%

　５％以上　～　１０％未満 48 5.0% 10 0.9% 3 0.4% 6 0.7% 67 1.8%

１０％以上　～　１５％未満 26 2.7% 4 0.3% 1 0.1% 0 0.0% 31 0.8%

１５％以上　～　２０％未満 27 2.8% 9 0.8% 0 0.0% 1 0.1% 37 1.0%

２０％以上　～　３０％未満 46 4.8% 4 0.3% 0 0.0% 1 0.1% 51 1.4%

３０％以上　～　４０％未満 34 3.5% 5 0.4% 0 0.0% 0 0.0% 39 1.0%

４０％以上　～　５０％未満 29 3.0% 6 0.5% 0 0.0% 1 0.1% 36 1.0%

５０％以上　～　　　　　　　 36 3.7% 4 0.3% 0 0.0% 0 0.0% 40 1.1%

（注）病院は、特定機能病院、歯科大学病院及びこども病院は含まない。

保険薬局
（８９９施設）

全体
（３，７２６施設）医業・介護収入に占める

介護収入の割合

病院　（注）
（全９６１施設）

一般診療所
（全１，１５５施設）

歯科診療所
（全７１１施設）

69.4% 95.2% 99.0% 98.6%



 中 医 協  実 － ３

２ １ ． ２ ． １ ８ 

医療経済実態調査（保険者調査） 実施案  

 
 
 第１７回医療経済実態調査（保険者調査）については、以下の基

本的な考え方に沿って行うこととしてはどうか。  
 
 
１．調査の対象  

平成２０年度末における全国健康保険協会管掌健康保険、組合

管掌健康保険、船員保険、共済組合、国民健康保険及び後期高齢

者医療制度の各保険者を調査対象とする。 

 

 

２．調査の時期  

平成２１年６月 

 

 

３．調査の種類及び調査事項  

  調査の種類及び調査事項は次のとおりとする。 

（１）決算事業状況に関する調査 

   被保険者数、保険給付等に関する状況、決算収支状況及び

財産の状況等について調査する。（別紙１参照） 

（２）土地及び直営保養所・保健会館に関する調査 

    土地に関する施設の種類、面積、帳簿価格等及び直営保養

所・保健会館に関する施設の種類、建物の状況、利用状況等

について調査する。（別紙２参照） 

 

 

４．調査の方法  

（１）上記３の（１）については、平成２０年度末における全保

険者の平成２０年度分の事業報告、決算報告及び財務諸表等

から調査する。 

（２）上記３の（２）については、組合管掌健康保険及び共済組

合の各保険者が調査票を作成し、提出する。 

 

 

５．提出期限  

平成２１年８月３１日  
1



別紙１ 

保険者調査（決算事業状況に関する調査）の調査事項  

 協  会  健  保 健 康 保 険 組 合 船  員  保  険 共  済  組  合 国 民 健 康 保 険 後  期  高  齢  者  医  療 

調 

 

 

 

査 

 

 

 

事 

 

 

 

項 

１．適用状況（平成20年度末）

（１） 被保険者数、被扶養

者数及び被保険者の

平均年齢 

（２） 平均標準報酬月額及

び標準賞与額 

 

 

２．保険給付状況 

（平成20年度）

 

 

 

３．収入支出決算額 

               （平成20年度）

１．適用状況（平成20年度末）

（１） 被保険者数、被扶養者

数及び被保険者の平

均年齢  

（２） 平均標準報酬月額及

び標準賞与額  

 

 

２．保険給付状況 

（平成20年度）

 

 

 

３．収入支出決算額 

      （平成20年度）

 

 

４．保険料率及びその負担

割合(平成20年度） 

 

 

５．財産保有状況 

（平成20年度）

１．適用状況（平成20年度末）

（１） 被保険者数、被扶養

者数及び被保険者の

平均年齢 

（２） 平均標準報酬月額及

び標準賞与額 

 

 

２．保険給付状況 

（平成20年度）

 

 

 

３．収入支出決算額 

               （平成20年度）

１．適用状況（平成20年度末）

（１） 組合員数、被扶養者数

 

 

（２） 平均標準報酬月額及び

標準賞与額 

 

 

２．短期給付状況 

（平成20年度）

 

 

 

３．収入支出決算額 

（平成20年度） 

 

 

４．保険料率及びその負担 

割合（平成20年度） 

 

 

１．適用状況（平成20年度末）

（１） 世帯数及び被保険者

数 

 

 

 

 

 

２．保険給付状況 

（平成20年度）

 

 

 

３．収入支出決算額 

               （平成20年度）

 

 

４．保険料収入状況 

               （平成20年度）

１．適用状況（平成20年度末） 

（１） 被保険者数 

 

 

 

 

 

 

２．保険給付状況 

（平成20年度） 

 

 

 

３．収入支出決算額 

               （平成20年度） 

 

 

４．保険料収入状況 

               （平成20年度） 

注：調査事項には経常収支以外の積立金等の異動に係るものを含む。 
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別紙２

　㊙ 保　険　者　調　査　票
（ 平 成 20 年 度 末 現 在 ）

中   央   社   会   保   険   医   療   協   議   会

保 険 者 名

１　土 地 に 関 す る 事 項 
固 定 資 産 税 評 価 評 価

施   設   の   種   類 名          称 所   在   地 地     目 面        積 取得年月日 取  得  価  格 帳  簿  価  格 時 価 評 価 額 備考
評     価     額 方 法 年 月

1 病 院 ・ 診 療 所 ㎡    千 円 千 円 千 円 千 円  
2 老 人 保 健 施 設
3 直 営 保 養 所
4 体 育 館 ・ 体 育 施 設
5 保 健 会 館
6 施 設 な し

1 病 院 ・ 診 療 所 ㎡     
2 老 人 保 健 施 設
3 直 営 保 養 所
4 体 育 館 ・ 体 育 施 設
5 保 健 会 館
6 施 設 な し

1 病 院 ・ 診 療 所 ㎡  
2 老 人 保 健 施 設
3 直 営 保 養 所
4 体 育 館 ・ 体 育 施 設
5 保 健 会 館
6 施 設 な し

1 病 院 ・ 診 療 所 ㎡  
2 老 人 保 健 施 設
3 直 営 保 養 所
4 体 育 館 ・ 体 育 施 設
5 保 健 会 館
6 施 設 な し

1 病 院 ・ 診 療 所 ㎡  
2 老 人 保 健 施 設
3 直 営 保 養 所
4 体 育 館 ・ 体 育 施 設
5 保 健 会 館
6 施 設 な し

1 病 院 ・ 診 療 所 ㎡  
2 老 人 保 健 施 設
3 直 営 保 養 所
4 体 育 館 ・ 体 育 施 設
5 保 健 会 館
6 施 設 な し

1 病 院 ・ 診 療 所 ㎡  
2 老 人 保 健 施 設
3 直 営 保 養 所
4 体 育 館 ・ 体 育 施 設
5 保 健 会 館
6 施 設 な し

医 療 経 済 実 態 調 査

都

道

府

県

都

道

府

県

都

道

府

県

都

道

府

県

都

道

府

県

都

道

府

県

都

道

府

県

市

区

町

村

市

区

町

村

市

区

町

村

市

区

町

村

市

区

町

村

市

区

町

村

市

区

町

村

１ 昭 和

２ 平 成

年 月 日

１

・

２

・

３

１

・

２

・

３

１

・

２

・

３

１

・

２

・

３

１

・

２

・

３

１

・

２

・

３

１

・

２

・

３

１ 昭 和

２ 平 成

年 月 日

１ 昭 和

２ 平 成

年 月 日

１ 昭 和

２ 平 成

年 月 日

１ 昭 和

２ 平 成

年 月 日

１ 昭 和

２ 平 成

年 月 日

１ 昭 和

２ 平 成

年 月 日

１ 昭 和

２ 平 成

年 月

１ 昭 和

２ 平 成

年 月

１ 昭 和

２ 平 成

年 月

１ 昭 和

２ 平 成

年 月

１ 昭 和

２ 平 成

年 月

１ 昭 和

２ 平 成

年 月

１ 昭 和

２ 平 成

年 月

総務省承認Ｎｏ． 

承認期限 平成  年  月  日まで 
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保　険　者　調　査　票

中   央   社   会   保   険   医   療   協   議   会

保 険 者 名

２　直営保養所・保健会館に関する事項 

施   設   の   種   類 名         称 所         在         地 建     物     の     状     況 平  成  1 8  年  度  の  状  況 備    考

建  築  面  積 延  べ  面  積 帳  簿  価  格 利  用  者  数 総   収   入 総   支   出

都 市 ㎡ ㎡ 千円 延人 千円 千円

1 直 営 保 養 所 道 区

2 保 健 会 館 府 町

県 村

都 市 ㎡ ㎡ 千円 延人 千円 千円

道 区

府 町

県 村

都 市 ㎡ ㎡ 千円 延人 千円 千円

道 区

府 町

県 村

都 市 ㎡ ㎡ 千円 延人 千円 千円

道 区

府 町

県 村

都 市 ㎡ ㎡ 千円 延人 千円 千円

道 区

府 町

県 村

都 市 ㎡ ㎡ 千円 延人 千円 千円

道 区

府 町

県 村

医 療 経 済 実 態 調 査

１

２

直 営 保 養 所

保 健 会 館

１

２

直 営 保 養 所

保 健 会 館

１

２

直 営 保 養 所

保 健 会 館

１

２

直 営 保 養 所

保 健 会 館

１

２

直 営 保 養 所

保 健 会 館

１

２

直 営 保 養 所

保 健 会 館
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